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25名分の作業をロボットが担当

出典：マイナビニュース 2018・3/23



ロボット・プロセス・オートメーション(ＲＰＡ)
• ⽣保や銀⾏で単純な事務作業のロボットが
普及

• ⽂字データの⼊⼒、定型の帳票類の処理，
請求書の作成

• ⽇本⽣命：26業務を6台で処理（25⼈分）
• 余剰⼈材を相談・助⾔等の付加価値の⾼い
仕事へ ホワイトカラーの⽣産性⾰命

• 今後ＡＩ化、クラウド化普及し、適⽤対象
が急拡⼤



データ駆動型社会が到来
• 石油の世紀→世界を席巻したのは、石油資源国ではなく、石

油を燃料に産業を興した日米欧7カ国

• データの世紀→大量データの資源国であっても、データを活用
する分野や技術、知恵がなければ、新産業を創造できない

• 石油は有限、データは無限に近い資源で、新しい産業、価値
の創造をもたらし、国の文化、経済・世界貢献等の成長・発展
の原動力

• 米国のデジタル世界シェア40％・海底ケーブル50本で１位、中
国10 ％・43本２位、英国5.5 ％・55本３位、日本6.5 ％・34本
で4位、インドなど新興国の追い上げ、欧州連合の一般データ
保護規則のけん制、追い抜かれる可能性がある

• 国境を越え企業所有の個人データを利活用できる→デジタル

のTPP版を米国から日本へ働きかけ、いわゆるデジタル覇権の
争奪始まる （日本経済新聞：2018年10月29日より）



⽬に⾒えない財産が評価
• 企業が持つ客の個人データに巨額の価値

• 客の好み、利用サービスの内容などから、マーケティ
ングに活用

• 施設・不動産など目に見える財産より、無形のデータ

による財産の価値が重視される

• 財務諸表だけでなく、利用価値の高いデータ保有が財

産として評価

• 例、月々の販売情報を基にAIが返済力を審査、数秒

• 後に口座に入金（「データ融資」が拡大）

• 日々の決済、口コミ、予約件数等のデータから信用力

を判断→銀行介さずＩＴ企業が融資

• 信用力につながるデータの確保が新しい財産となる



AIが進化するこれからの社会
• 18歳人口減少→今後40年でＧＤＰ25％減少（IMF分析）

同一労働同一賃金、フルタイム労働税制・社会保障制度、企業統治 、貿易制度 の改革

＊日本経済新聞（平成３０年１１月29日)
• 超高齢化社会の拡大、社会保障費の増大

• 消費活動の減少、所有から利用、シエアリングエコノミーが拡大

• AI、IoT、ビッグデータ、ロボットなど第４次産革命による産業構造、就業構造の転
換が加速化

• AIによる事故、情報流出、偽ニュース、消費者履歴から「もう１人の私」を作るな
ど、予期せぬ副作用が発生

• デジタル覇権の国家的争奪、データエコノミーがこれまでのルールをリセット

※大量のデータ資源とデータを活かす技術・知恵

• 異分野の情報・データ組み合わせたサービス開発→ビッグデータのルール統一

• AIの判断基準を分かりやすく伝える法整備→企業に説明責任

• グローバル化の進展で人､モノ、カネ、データの移動が迅速化、オープンイノベー
ションが進展

• 20年先を見越し、構造改革するため様々な分野で新たな価値の創造が不可欠
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http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/shin_sangyoukouzou/pdf/008_04_00.pdf
経済産業省新産業構造ビジョン中間整理（2016.4）より

安西祐一郎氏「平成３０年度教育改革FD/ICT理事長・学長等会議資料」より抜粋



ＡＩ・IoT・ビッグデータの時代
企業の声

• AIでデータを可視化し、経営資源として活用できるようになった。 宝をどう見つけるか
がキーワードになっている。ビッグデータによりビジネスモデルを変革し、競争力を高め
ていくことがデジタルトランスフォーメーションだ。その目的は新たな価値の創造や社会
的課題の解決だ。 （NTT代表取締役社長 鵜浦博夫氏：2018年4月30日読売新聞）

• イノベーション（技術革新）は新しい概念を一から創り出すだけでなく、見落とさ れてき
たものに光をあてたり、既存の概念を組み合わせたりすることでも生み だされる。世の
中の潮流と社会的課題を踏まえ、お客様の求めや悩みを捉え 直し、 解決策を提示す
ることが金融機関のイノベーションではないか。

（三井住友銀行頭取 高島 誠氏：2018年10月１８日日本経済新聞）

• 大量のデータと3Ｄプリンターなどの技術を組み合わせれば、データから何でも作れる。
莫大なデータを集める企業に対し、製造業は下請けになる。データを軸に異業種と合
従連衡を進めるべきだ。人間はこれまで以上に感性が求められる。人の幸せとは何か。
その実現にどのような価値を創造すべきか。歴史・文化・芸術など幅広く学ぶことが大
事になる。 （日立製作所社長 東原 敏明氏：2018年10月１４日日本経済新聞）

• デジタル化の中で生き残るには条件がある。一つは根強い「自前主義」からの脱却だ。
１社では変革に対抗できない。他の企業や研究機関との協業が不可欠だ。スタートアッ
プ企業の育成など産業の新陳代謝も進める必要がある。

（東原敏明氏の聞き手から：堀田 隆文：2018年10月１４日日本経済新聞）



人材育成に対する社会の声

① これからの日本は世界の誰にでも自分の意見を堂々と言え、多様な考え方を持つ相手の
意見を理解し議論して、ビジネスができる人材を育てないと大変なことになる。

（日産取締役 志賀俊之氏 2017年8月2日日本経済新聞から抜粋 ）

② リーダには、環境変化を能動的に感じ取り、課題に気づき、自分なりの解を模索しながら、
実行する力が期待されます。無関係に思えることも問題意識を持って捉えるとヒントが見え
てきます。「自分事」にとらえる力とリベラルアーツによる思考力を高めることで、異分野の
意見を自分に置き換えて考え、新しい発想が浮かびイノベーションが生まれるのです。

（新日本監査法人専務理事 大久保和孝氏 2017年8月2日日経産業新聞から要約抜粋）

③ 人材育成について「what」を見つけ出せるリーダが欲しい。課題を与えて解決するものは

誰でもできる。 何もないところから何を見出すことができるのか。真っ白な紙から何をみい
だせるのか。そうした人材を育てたい。最近の学生さんは答えを早く欲しがる。会社に入っ
て変化に対応できる人材に育てたい。

（日東電工社長 高崎秀雄氏 2017年10月17日日本経済新聞から要約抜粋 ）

④ 15歳の勉強の仕方に課題がある。日本は記憶中心の勉強から脱却し、計画的に学ぶようになった。
だが、様々な知識や情報と自分で関連付けて学ぶ生徒は少なく、世界で下位グループだ。最高難度
の問題だと、他の知識と関連付けることが欠かせない。現代社会の問題は複雑な情報や知識構造の
中にあり、知っていることから推測することは重要だ。 シンガポールや上海では探求的学習を日本以
上にやっている。主体性や独創性を発揮し、失敗から学ぶ時間的な余裕もできた。

（ＯＥＣＤ教育・スキル局長 アンドレアス・シュライヒャ－氏 2017年8月11日読売新聞から要約抜粋）



大学は「知の共有化」を進め質を高めよ
日本経済新聞平成３０年１１月２９日「社説」をもとに作成

１. 中央教育審議会が２０年後を見据えた大学の将来構想答申をまとめた。「自前
主義」を前提にした大学設置基準など抜本改正が急務だ。

２. 文系・理系縦割りの組織に、予算や教員、学生定員を割り振る旧来の大学経
営から、脱皮するよう促した。

３. 激変する社会を見据え、学生にどんな知識や能力を獲得させるべきなのか。大
学が企業や行政を含む社会とともに構想する道筋を示した。

４. 経団連は、人工知能（ＡＩ）などの先端技術を社会で活用する際の課題の解決
には「文理融合」の学びによる高度な人材の育成が必要だ、と提言していた。

５. 他大学との連携や統合として、国立大学法人が複数の大学を経営する制度、
国公私立の枠組みを超えた一体運営などを例示した。だが、連携や統合を定員
の調整手段にとどめてはならない。知の共有化を通して人材育成に貢献する視
点が大切だ。

６． 例えば、「先端技術と法」を学ぶ文系の学生が検索エンジンのアルゴリズムな
ど情報工学を他大学で履修する。金融工学を目指す理系学生が単位互換で経済
学や統計学を履修できる。そんな学習者本位の仕組みが必要だ。

７. 日本では一つの大学が４年間学生を囲い込み、授業料の見返りに諸外国に比
べ緩い審査で学位を与えてきた。

学びの履歴や質を重視する社会に変える契機にしたい。





大学教育に求められるもの
• 変化が激しい社会では、自ら考え・答えの定まらない課題に取組む 意欲と能力を

持ち、 国・社会等で生涯に亘り、自分の考えを発信で きる人材が不可欠

• 自分の目標を自分で見出して実践する主体性
言語・文化・民族性など異なる価値観や世界観を受けとめる 多様性

• 多様な背景をもつ人と課題を共有し、新たな価値創造に関与できる 協働性

• 教員と学生、学生同 士 による議論・対話などや実践経験を通じて、知識の定着・

活用や知識の創造 を目指 したｱｸﾃｨﾌﾞ･ﾗｰﾆﾝｸﾞに転換

• 学修支援システムによる教室外での事前・事後学修の徹底が前提

• 学修意欲の高い学生を対象に、ネット・対面で分野を横断して課題探求・解決を

目指すPBLの普及、学外の知を取り入れた教育のオープンイノベーション

• データを活用した価値創造教育の促進（データサイエンス教育）

• AIの推論を鵜呑みにしないよう教育の仕組みを整備（政府が「人間中心のAI 原
則」を平成３０年度末とりまとめ）

• AIが不得手な創造力、問題の設定力、共感力、直観力を伸ばす教育

• スタートアップ（起業）学修による経営体験で実践力・実行力を育成

• 学修成果の質保証を担保する第三者による外部評価導入の拡大



オープンイノベーション
• 2040年→全てのモノがインターネットで繋がり、 AIで分
析・予測・問題解決→ 分野融合して⾼付加価値や起業家が
全く新しい価値を創り出す社会

• イノベーションとは、新たな社会的価値や経済的価値を⽣
み出す⾰新 ※ 改⾰：制度・機構などの悪い点を改め、よりよいものにすること、

⾰新：古い制度・組織・⽅法など改め、新しいものにすること

• 決まりきったことをする仕事→⾃分で問題を発⾒し解決に
取り組む、新たな価値の創造につなげていくなど、仕事の質
が⼤きく変ってくる

• 企業も１社体制での活動に限界、スタートアップ企業など
を含む組織と強みを組み合わせた価値の共創が常態化

• 市⺠⼀⼈ひとりが「多様な個の⼒」を組み合わせ、⽇本全
体で新しい価値を創り出せるよう教育のイノベーション

• ⼤学も⾃前主義から脱却、学内出⾝者中⼼の教育研究体制
から、地域社会・企業等との連携・接続が不可⽋



イノベーションのあり方が大変化
（高等教育）

• 個別に腕を磨いていた時代（スキル・イノベーション）

• 同じ大学の中ですべてを調達していた自前主義の時

代（リニア・イノベーション）

• 自前主義を大事にしつつ、大学間・産学・地域大学等

の連携を模索していた時代（デザイン・イノベーション）

• 自前主義を脱して、大学の発展に資することであれば

形式や組織の在り方にとらわれずに連携・統合し、時

代に合った教育モデルを実践する時代（オープン・イノ

ベーション）
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教育のオープンイノベーション
に向けた本協会の試み

（１）

構想力・問題解決力の育成を目指す

分野横断型ＰＢＬ授業モデル



４．構想力・問題解決力を育成する技術革新時代の授業のあり方

1616

インターネット

ＩｏＴ空間

ロジス

ティッ
クス

天気
予報

医
療

A
I

製
造

販
売 牧

畜 農
業

漁業

データ処理

IoT空間活用
授業

ビッグ
データ

データ
収集

＜IoT空間活用授業形態＞
●IoT技術、AI技術、データサイエンなど

の理解と職種の価値を修得
●世界中の情報にアクセスし、コミュニ

ケーションをとることで、スケールアッ
プを図る

●時間、機能、構造といった側面から
興味のある領域の特徴を発見する

●IoT 空間の外側！
●IoT、AI、ビッグデータなど
新技術の修得は困難

●第４次産業革命の息吹を
肌で感じとれない。

＜旧授業形態＞

・機械学習、
・ディープラーニング





答が一つではない社会的課題をテーマに、異なる
分野の学生が有識者からの知見やWeb情報などを組
み合わせて議論し、自らの答えを見出す訓練が必要

課題として、学内教員による自前主義から脱却し、他
大学教員・産業界・地域社会を組み入れた教育のオー
プンイノベーションの促進、
異分野と連携したICT活用による分野横断型PBLの

推進が認識された

問題発見・解決力、創造力等を促進する
ICT活用授業のあり方

＜平成３０年度教育改革ICT戦略大会シンポジウムより＞



教育のオープンイノベーション
に向けた本協会の試み

（２）

ICTによる多職種連携

分野横断型フォーラム授業

の試み



ICTによる分野横断型フォーラム授業の構想

１．構想の背景
様々な分野で世界に通用する新機軸や新しい発想・構想が求められており、

データや情報を収集・分析して知識を構成し、多様な知識を組み合わせて知恵に
転換し、新たな価値の創出に関与できる人材の育成が望まれている。

２．大学教育に対する認識の転換
最良の学びを提供できるよう、ネット上で有識者の知見を得て、異なる分野の学

生や社会人を交える中で、チームで多面的に学びを協働し、常識や既成概念にとら
われずに学修する仕組みが必要。

３．ICTを活用した分野横断型のフォーラム授業
① 未来を切り拓いて行く意欲のある主体性を持ち、基礎知識の修得を終了した学
生を対象に学部間又は大 学間で異なる分野のチームをネット上に編成する。

② 授業は、参加学生一人ひとりの思考力を活性化し、発想力・構想力の向上を目
指すもので、単位の修得を第一義とはしない。

③ 学修成果の到達目標は、「問題の本質を考察できる」、「関連分野の知識を組
み合せ関連付けを行い、新しい価値創造に取り組むことができる」、「多様性に
配慮して自分の意見を発信できる」などを想定している。



フオーラム型授業のイメージ

福祉系

医療系

経済・経営関係

保健系

地方公共団体

統計関係

１．ネット上で有識者間の討論を行う

２．Web上で課題について異分野の学生が多面的な議論と考察を行う。

ネット上のフオーラム

スカイプ等で有識者による討論の収録、Webの
動画等を用いて課題と関連する教材を作成

学生

教員

学生

学生

Webを用いたフォーラム
で多分野の学生が
多面的に課題解決を行う。

学生

課題・教材の提供
考察結果の評価

分野横断発想型授業（フォーラム型授業）

多面的な観点から問題解決を考察するた
め、ネット上で異分野の有識者による意見・
討論を収録し、それを教材にして教室内や
ネット上で異分野の学生間で討論を行い、
知識の統合、価値の創出を訓練する。

法学系



多職種フォーラム型PBL授業の進め方

超高齢社会に伴うニーズの変化

健康長寿を送るためにどうするか

健康長寿を実現するために自職種は
どうするか

健康長寿を実現するために20年後の自職種
の未来像と職種間の関連性を考える

e-ポートフォリオを用いた省察

ログイン

ICT学修支援システム

ビデオの視聴

グループディスカッション

ホワイトボード

プロブレムマップ

自己主導型学修

学修成果のサマリー

説明用ファイル

グループプロダクト



説明用ファイル
（ＰＰＴ）

ICT学修支援システムの活用

ネット授業で

（イメージ）

ダウンロー
ド

自己主導型学修 グループディスカッション



グループプロダクト：保健・医療・福祉・栄養を担う職種の未来像と職種間の関係

グループディスカッション

ネット授業（グループで共有）

（イメージ） 書記がグループプロ
ダクトをまとめる

（イメージ）

グループ画面共有でプロダ
クトの説明

画面共有しながらネット会議で

グループプロダクトを作成する。



自己主導型学修

学修成果のサマリー（word） 説明用ファイル（Power Point）



グループプロダクト （プロブレムマップ）

（イメージ）

慢性炎症

食事

運動

心

精神的
ストレス

社会とのつ
ながり

生きがい

健康長寿を妨げる要因を整理し、要因間の
関係を図示したプロブレムマップの作成



教育のオープンイノベーション
に向けた本協会の試み

（３）

法政策フォーラム型授業の試み













実際のデータを用いた
産学連携による

データサイエンス教育の取組み例

国立大学法人
滋賀大学



出典：滋賀大学 竹村彰通氏
「平成３０年度教育改革ICT戦略大会資料」より抜粋









実際のデータを用いた
産学連携ＰＢＬの例

伊藤忠テクノサイエンス株式会社



データ活用による価値創造

• 石油に代わるビッグデータ活用で価値創造教育が喫緊の課題

• 講義では身につかない、実際の現場データを用いた PBL演習

による価値創造の体験が不可欠

• 実際のビジネス界におけるデータの入手がしにくい

• 産学連携による実務データ（匿名加工）の教育クラウド環境の

整備

• 「思考訓練の場」、「デザイン思考の場」を仮想空間に設け（教
育プラットフォーム）、ブレーンストーミング、調査、協働研究を行
い、学びのプロセスを記録・振り返りする中で創造性の向上を目

指す

※ 伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 ビジネス開発部長 野村典文

（2018年私立大学情報教育協会 教育改革ICT戦略大会資料より）



産学連携による⼈材育成の仕組み（データサイエンティスト）出典：ＣＴＣ
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CTC

産学連携ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

ユーザ企業 ⼤学

•利⽤環境提供(認証、ｾ
ｷｭﾘﾃｨ、ｺﾝﾃﾝﾂ管理）
•データの保管
•分析環境
(SAS,Tableau,
AI,R⾔語、Pyshon⾔
語)

•実務データの提供
•企業課題解決の共
同研究
•ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ受⼊によ
る⼈材確保
•⼤学院⼤学へ派遣

教育・研究⽤
途限定での
データ提供

就 職/
ｲﾝﾀｰﾝｼｯ
ﾌﾟ

⼤学院

オープンデータ
利活⽤促進データを使った地域

活性化提案

国
地⽅⾃治体

SINE
T接続

データ整備 個別環境
整備

•実務データの活⽤
•研究ICT環境
•⼤学発ベンチャー

◆産学連携クラウド
企業の持っている実務データに関して⼤学が使える環境を整備
ビジネス課題を企業側が提供．共同プログラムによるデジタル分野の共同研
究



産学連携による⼈材育成の仕組み（ビジネスデザイナー）出典：ＣＴＣ
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企 業

◆産学イノベーションラボ

イノベーションラボを仮想的に実現した空間の形成
（物理的には企業と大学に同様な施設を作り仮想的に空間を共有）

クラウドでディスカッション情報をリアルタイムに共有

同じ仮想空間でディスカッションすることで訓練の場が連携できる。

大 学仮想キャンバスで
議論をリアルタイムで共有
（産学イノベーションラボ）

■企業で作ったキャンバスは
即時に⼤学側のキャンバスへ

⾃動的に反映される



ＡＩ時代に向けて



直観力を鍛える

• 直感：感覚的に本質や道理を感じとる
• 直観：過去の経験に基づいた即時的・論理的認識

ケーススタディを重ね、原理・原則に気づき、論理的に認識・行動することで、見
えない世界の考えを答え合わせをする

※出典：「本当の直感と直観の意味」吉武大輔より

• AIはデータがなければ何もできない
• データ化されていない困難な状況を克服する源泉は、人間
の学習や鍛錬に裏打ちされた直観以外にない。

• 大事なのは、人間とAIの優劣を競うことではなく、人間の直

観力とAIの正確性を組み合わせながら、未来を切り拓いて行

くことなのだ。

※出典： 本協会「大学教育と情報」（2018年度NO3）
「AI時代の働き方～直観力を鍛える」東京大学 玄田有志より

：



このイメージは、現在表示できません。

イノベーションマインドを鍛える
起業家の育成教育

• 発想・構想の実践を通じて、「まずやってみる」、｢失敗から学ぶ」
ことで、新しい事業分野を切り拓いて行く起業家精神、イノベー
ションマインドを培う

• 困難な結果でも受け止め、分析して次に活かす。常に繰り返しな

がら、自らの可能性を最大限に発揮し、前進 していくことの重要

性を学ぶ教育が必要。

• 大企業でも起業家の感性、若手起業家の素早いやり方に刺激

をもらい、自前主義の企業文化に風穴をあけようとしている。

• 立命館アジア太平洋大学では、起業支援プロジェクト「APU起業

部」を本気の学生に限定して46人選抜。個人又は複数人グルー

プで起業を目指す。7人の教員がメンターとして起業のノウハウ、

事業計画の進め方、資金調達手法など相談支援し、夏休みに事

業計画書の作成、市場調査、収支計画書の作成を進めている。



学修成果の質保証に向けて



学修成果の質保証に向けた
外部評価モデルの提案

１．問題の所在

変化が激しい社会では、答えが定まらない課題に自ら主体的に
取り組む意欲、論理的･批判的思考力、合理的判断力、自分の考
えを論旨明解に表現する力、多様な価値観を持つ人と協働して新
たな価値創造に関与できる人材の育成が求められている

2. 外部評価導入の意義

知識･技能の評価は、各学問分野で範囲や水準が整理又は標
準化され、授業担当者の判断で客観的に判定できるが、考える力
や表現する力の評価は一様でないことから、客観性及び社会的

信頼性を確保する方法として外部の第三者による判定が不可欠



3.  ビデオ試問による評価の意義と効果

知識の量や正確性を測定する従来の内部評価に加えて、 論理
の展開力、知識･情報の関連付けによる多面的･多角的な考察力、
適切に分析し最適解を見出す批判的な思考力、新たな価値を見出
す創造力など、到達状況の把握を外部の第三者に求めることで、知
識･技能の詰め込みではなく、知識･技能の活用･実践を経験する中
で、問題の本質に真剣向き合う学修を促すことが可能

4. モデルの導入・活用方法
① 試験ではなく、学修到達度の進捗状況を点検・確認する訓練で、
卒業までに学生が社会で求められる考える力や自分の考えを表
現する力を身につけることを第一義とする

反面、大学は学修成果として獲得した能力要素を社会に説明
する責任があることから、学年進行の中で評価の訓練を行い、最
終学年で学修成果の重要な指標として活用されることを想定



② 共用評価問題の収集と蓄積
コンソーシアムの外部評価検討会議で策定した到達度評価基準

に沿い、評価の観点を策定し、適格評価者にビデオ諮問の作成を依
頼。提供されたビデオ諮問コンテンツを点検・厳選 し、外部評価クラ
ウドに蓄積。

③ 回答結果のフィードバック
評価結果をフィードバックすることで、考える力、表現する力を自主

的に振り返えらせ、卒業までに 問題発見・解決力、価値創造に関与
する力の向上を目指す。
論理の展開力、知識･情報の関連付けによる多面的･多角的な考

察力、適切に分析し最適解を見出す批判的な思考力、合理的な判
断力、科学的思考力（観察、規則性の見出し、データ分析、類推･因
果・帰属推論）などの観点から、記述回答の内容を評価し、達成度
をレーダチャート化してフィードバックする仕組みの検討が必要。


